
3.交付先の公益法人の名称 社団法人全国老人保健施設協会

7,806 千円(A)

74 千円

0 千円

(3) その他の管理費

0 千円

0 千円

0 千円

74 千円

6.外部への支出

(1)  外部に再補助・再委託等されているものに関する支出

支出先

委託業者 3,365 千円

千円

3,365 千円(B)

(2)   (1)以外の支出

支出先

委員、講師 0 千円

委員、講師等 1,373 千円

事務用品費納入業者 61 千円

会議費 業者 3 千円

印刷業者 1,927 千円

雑役務費 業者 269 千円

発送業者、郵政公社 704 千円

貸室業者 47 千円

4,384 千円

7.  その他

千円

千円

千円

8.  再補助・再委託の割合 43.1% %(B/A)

金      額

合           計

老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）

平成平成平成平成21212121年度  補助金等支出明細書年度  補助金等支出明細書年度  補助金等支出明細書年度  補助金等支出明細書
社団法人全国老人保健施設協会

2.事業の目的及び内容

1.補助金等の名称

介護老人保健施設（以下、老健施設）は医師が常駐していることから種々の疾患
を持った多様な利用者に対応している。さらに理学療法士などが常駐しプライマリ
ケア、リハビリテーション、在宅支援、看取りなど多様な機能を持っている。しかし、
要介護状態（介護の手のかかり度）区分が入所利用の基準となっているが実際の
老健施設の利用者は介護のみならず、医療やリハビリテーション等の治療的な目
的をも持って入所している実態がある。
現在の「日常的な医学的対応（処置、投薬等の医学管理）」を含む介護報酬包括
給付の仕組みで、種々の合併症の管理や利用者の不測の事態（感染症のまん
延、新たな重大疾患の発症や急性増悪等）、平均入院期間が短縮した急性期病
院からの治療・リハビリテーションの継続に、今後とも適切な対応を行っていける
のかについては疑義がある。
今回の研究では、利用者の基礎疾患および合併症等（疾患群）と必要な医療のた
めの費用（薬剤費、検査費等）について調査し、利用者への適切な医療のあり方
および適切な医療資源配分の方法を提示することをめざす。

介護老人保健施設入所利用者の基礎疾患や合併症等に対する医療の調査研究
事業

4. 交付実績額

5. 補助金等における管理費

(1) 目的

(2) 具体的な内容

(1) 人件費

(2) 一般管理費

支出内容

支出内容

消耗品費

印刷製本費

合           計

内             容

金      額

金      額

合           計

金      額

通信運搬費

賃借料

合           計

諸謝金

旅費

合           計

内             容

調査集計委託


